
認知症に罹患していたＸから土地・建物を

購入したＹ１およびＹ１から転売を受けたＹ

２に対し、Ｘ（成年後見人Ｚ）から、ＸＹ１

間の売買は無効であり、よってＹ１とＹ２間

の売買契約も無効であるとして、所有権移転

登記の抹消を求め認められた事例（東京地裁

平21年10月29日判決　認容　ウエストロージ

ャパン）

１　事案の概要

盧 平成20年３月24日、売主Ｘと買主Ｙ１と

の間で、土地付き建物売買契約を締結し（第

１売買）、同月26日に所有権移転登記がなさ

れた。Ｘは契約時に、本件不動産を同年６月

末日までに明け渡す旨の明渡承諾書をＹ１に

差し入れた。Ｘは、第１売買当時本件建物に

居住しており、老人保健施設や介護施設等へ

の具体的な入居の予定はなかった。

Ａ司法書士は、平成20年３月23日にＸ方を

訪れ、約20分間Ｘの娘Ｂの元夫であるＣ立ち

会いの下、第１売買についての所有権移転登

記手続きの委任状、登記原因証書への署名押

印を求めたり、登記権利証紛失により必要と

なる本人確認のため、年金手帳や健康保険証

などの身分証明書の交付を受け、本件不動産

の取得経過等も聴取した。

この第１売買は、Ｃが自己の事業資金を得

るため、Ｘが認知症であることを利用し、Ｘ

所有の本件不動産を担保にしてＹ１から300

万円を借り入れることを企て、Ｘには本件不

動産を売却してその売買代金を取得するとし

て勧めたものであった。

盪 同年６月26日、Ｙ１とＹ２の間で売買契

約がなされ（第２売買）、同日、所有権移転

登記がなされた。Ｙ２から本件不動産の売却

を依頼されたＤは、Ｘ方を訪れ明け渡しを求

めたが、Ｘは第１売買による売買代金を受領

していないなどとして所有権の移転を否定し

た。

蘯 一方、Ｘの在宅介護ノートによると、平

成20年３月頃、正常とは思われないＸの言動

が記録されている。

Ｅ医師による平成19年８月２日付主治医意

見書及び平成20年８月26日付診断書による

と、Ｘは、平成19年４月11日に初診を受けて

特定不能の認知症及び器質性精神病と診断さ

れ、同年８月２日には短期記憶に問題があり

日常の意思決定を行うための認知能力や意思

の伝達能力が無く、妄想や暴言等の認知症の

周辺症状も認められるとされている。

Ｆ医師による診断ないし回答書によると、

Ｘは、平成19年10月25日以降定期的に診察を

受けていたところ、認知症が徐々に進行し、

平成20年５月12日の診断書作成時点において

幻覚妄想、失見当識があり、正当な判断が出

来ない状況でアルツハイマー型認知症と診断

され、自己の財産を管理、処分することが出

来ない後見相当の判断能力との判定意見がな

されており、同年３月27日に診察した際にも

同様の状態にあったとされている。
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同年８月８日、Ｘにつき東京家庭裁判所に

後見人選任の申し立てがなされ、同月20日、

成年後見開始とＸ法定代理人成年後見人をＺ

とする選任の審判がなされた。

Ｚは第１売買当時Ｘには意思能力がなかっ

たので第１売買は無効であり、よって、第２

売買も無効であるとして、登記名義人である

Ｙ２に対し、登記抹消手続きを求めた。これ

に対しＹ２は、Ｘには判断能力があったとし、

またＹ２は善意の第三者であると主張してこ

れを拒否したため、Ｘ（Ｚ）は提訴した。

２　判決の要旨

裁判所は次のとおり判示し，Ｘの訴えを認

容した。

１　第１売買当時のＸの意思能力について

盧 第１売買の際、Ｘはアルツハイマー型認

知症に罹患しており、本件不動産の売却に

伴って自己が住居を失い、代わりの居住先

が必要になるという極めて容易に予想でき

る問題点にすら思い至らないほど、既にそ

の症状が相当程度進行していて、自己の財

産の処分や管理を適切に行うに足りる判断

能力を欠くに至っていたものと認めるのが

相当である。

盪 Ｙ２は、第１売買の締結前後におけるＸ

のＡやＤとの応対からは判断能力の低下は

窺われないとするが、主に登記手続きに必

要な限度で第１売買に関与したに過ぎない

Ａが、短時間でかつ第１売買を主導したＣ

が立ち会った場でＸと接触した際にＸの意

思能力に疑問を感じなかったとしても、そ

の認識を重要視することは相当でないし、

Ｄとの会話において、売買代金を取得する

目的を秘して第１売買の締結を勧めたＣに

騙されたとの認識をＸが示したとしても、

それ自体は比較的単純な事柄であり、居住

用不動産の売買という不自然な行動に照ら

してみても、かかる事情を持ってＸの判断

能力が保たれていたと認めるのは相当でな

いというべきである。

蘯 よって、第１売買の際、Ｘは意思能力を

欠いていたというべきであり、第１売買は

無効と認めるのが相当であるから、Ｙ１は

本件不動産の所有権をＸから取得できず、

また、Ｙ２も無権利者であるＹ１から、本

件不動産の所有権を承継取得することは出

来ないと認めるのが相当である。

２　Ｙ２は善意の第三者として保護されるか

盧 Ｘは、第１売買の当時、認知症により意

思能力を欠いていたものと認められ、第１

売買は、Ｘが意思能力を欠く状態であるこ

とを利用したＣが主導して締結されたもの

というべきであるから、第１売買によりＹ

１が本件不動産の所有権移転登記を得たと

の外観が作出されるにつき、Ｘには何ら責

められるべき事情は認められないというべ

きである。

盪 よってＹ２の善意・悪意につき判断する

までもなく、Ｙ２は、民法94条２項の善意

の第三者として保護されるべきものと認め

ることは出来ず、この点のＹ２の主張は理

由がない。

３　まとめ

本事例は、売主が認知症のため判断能力を

欠くと認定されたものである。

売主が真の所有者であるか否かの確認は、

宅建業者の基本的義務である。元の売買契約

が無効であるから、以後の取引も無効である

とした本判決は、上記調査義務を再認識させ

るものであり、実務上大変参考になるものと

思われる。
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